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令和６年度当初予算主要事業の説明

(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

Ⅰ 子育て・教育・若者 －子どもの笑顔が自分の笑顔になるまち－

シティプロモーション推進事業費（ふるさと納税課）〔1-5-1、3-1-3〕 

―――――― 9,306 

関係人口の拡大とシビックプライドの醸成のため、市の魅力を戦略的に発信

する。 

○臨ポストコロナ期の北杜デジタルファンクラブ 

創出プロジェクト 6,200    

     本市への人の流れを創出するため、市民やふるさと納税寄附者等を対象

に、ＳＮＳによる市の魅力的な情報の定期発信や地域資源を活用したイベ

ントを開発し、提供する。 

○臨情報発信推進員活用事業               710 

     本市のシティプロモーションを促進するため、ほくとインフルエンサー

を活用し、自然、文化、暮らし、イベント等の記事、写真、動画等の情報

を市内外に広く効果的に発信する。

20 周年移住定住ガイドブック作成事業費（ふるさと納税課）〔1-5-1、3-1-3〕 

――― 1,017 

本市への移住定住を促進するため、子育て支援、住まい等の移住定住施策を

紹介した移住定住ガイドブックのデザインを刷新する。 

空き家バンクリフォーム補助金（ふるさと納税課）〔1-5-2〕―――― 36,000 

空き家の流動化を図るため、空き家バンクに登録した所有者、物件の借受者

又は購入者に対し、家財道具の処分、リフォームに係る経費を補助する。 

対象者 所有者 

補助率 補助対象経費の 3分の 2以内 

補助額 家財処分・リフォーム 上限 150 万円 

対象者 借受者・購入者 

補助率 補助対象経費の 2分の 1以内 

補助額 家財処分   上限 50 万円 

    リフォーム 上限 100 万円 

国支   3,100 

市費    6,206 

市費    1,017 

市費   36,000 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

移住支援金交付事業費補助金（ふるさと納税課）〔1-5-4〕――――― 67,200

移住定住の促進及び中小企業等における人手不足を解消するため、東京圏か

ら本市に移住し、支給要件に該当する者に対し、補助する。

補助額  2 人以上の世帯の場合     100 万円

単身世帯の場合     60 万円

子育て世帯加算

子ども（18 歳未満）一人あたり 100 万円

奨学金返還支援事業助成金（ふるさと納税課）〔1-5-4〕 ―――――― 8,100

移住定住を促進するため、市内に定住し、奨学金を返還する者の経済的負担

を軽減するため、助成金を交付する。

対象者  市内に定住し、かつ、就業している者又は求職者等で 35 歳

未満の者 

     本市に定住後 1年以内である者 

対象経費 対象者が返還した奨学金及び利息相当額 

対象期間 5 年を限度 

助成率  市内に就業している者  

対象経費の 10分の 10 年 30 万円上限 

          市外に就業している者又は求職者等 

対象経費の 2分の 1  年 10 万円上限 

結婚支援事業費（子育て政策課）〔1-5-3〕 ―――――――――――――  1,579

結婚相談業務に理解と熱意を持った者を結婚相談員として委嘱し、年間を

通じて相談業務を行うとともに、定例会を開催し、情報共有を図る。 

   結婚相談員事業                     579 

○臨オンライン婚活による出会いの機会創出事業     1,000 

仮想空間メタバースを活用した、オンラインの婚活イベントを開催す

る。 

○臨【共生】結婚支援事業費（子育て政策課）〔1-5-3〕―――――――――  3,128

若者の交流機会を拡充するため、出会いの場の提供、圏域内の結婚相談員

の情報の共有化、スキルアップ等を行う。 

   リアル婚活による出会いの機会創出事業          1,221 

県支   50,400 

市費   16,800 

繰入金   8,100 

県支      749 

市費      830 

県支    2,010 

雑入     200 

市費      918 



 (単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

子育て世代マイホーム補助金（子育て政策課）〔1-5-2〕―――――― 154,300

子子育て世代の定住をより一層促進するため、市内において住宅を新築若しく

は購入又は住宅を改修する方を対象に、住宅取得若しくは改修に係る経費又は

住宅ローンの利子の一部を補助する。 

子育て住宅購入費補助                    131,000 

新築・建売・中古 

1 件当たり 新築・建売 最大 150 万円 

1 件当たり 中古    最大 100 万円 

子育て住宅ローン利子補給                     300 

新築・建売、リフォーム、中古 1件当たり最大 20 万円 

子育て住宅リフォーム費補助                  23,000 

リフォーム 1件当たり最大 100 万円 

転入子育て世帯家賃補助金（子育て政策課）〔1-5-4〕 ――――――― 3,120

子育て世代に選ばれるまちづくりを推進するため、転入し民間賃貸住宅に入

居する子育て世帯を対象に、家賃の一部を補助する。 

対象者 新たに賃貸借契約を締結して転入し、民間賃貸住宅に入居し

た、15 歳未満の児童とその父母が同居する世帯 

補助率 家賃（住宅手当を除く）の 2分の 1以内 

限度額 月 2万円 転入日の属する月から連続した最大 12箇月分 

結婚新生活支援補助金（子育て政策課）〔1-5-4〕――――――――― 2,700

     夫婦として新生活を始める世帯を対象に、経済的不安を軽減するため、スタ

ートアップにかかる費用（引越費用、家賃等）を補助する。 

対象者  婚姻年齢が夫婦いずれも 40歳未満で、世帯所得が 

500 万円未満の新婚世帯 

対象経費 引越費用、家賃等(住宅手当を除き、敷金、礼金を含む) 

限度額  30 万円 

うち、夫婦のいずれも 30歳未満の場合 60 万円 

子ども・子育て会議事業費（子育て政策課）〔1-2-1、1-2-2、1-2-3〕――― 8,326

子ども・子育て支援法の規定に基づく、「子ども・子育て支援事業計画」の進

捗状況等の検証を子ども・子育て会議で行う。         373 

○臨第 3期子ども・子育て支援事業計画の策定           7,953 

市費  154,300 

市費   3,120 

県支    1,350 

市費     1,350

市費  8,326 



 (単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

子ども医療費助成事業費（子育て政策課）〔1-1-1〕 ――――――― 153,689

満 18 歳到達後の最初の年度末までの医療費（入院及び通院）を窓口無料化に

する。 

また、入院時の食事療養費標準負担額を助成する。 

放課後児童クラブ事業費（子育て政策課）〔1-2-3〕 ――――――― 206,648

共働き家庭等の小学生の健全な育成を図るため、市内 15箇所に放課後の適切

な遊び及び生活の場を提供する。 

○臨須玉放課後児童クラブ・児童館空調設備改修工事      10,426 

保育園施設整備事業費（こども保育課）〔1-2-1〕――――――――― 452,486

○臨白州保育園・西部こども園仮設園舎リース料     101,580 

○臨白州保育園・西部こども園大規模改修工事（継続事業）210,824 

○臨旧小淵沢東保育園解体工事              86,879 

○臨旧小淵沢西保育園解体工事                         32,993 

保育事業費（こども保育課）〔1-2-1〕――――――――――――― 1,052,006

○新副食費無償化の拡充
子育て世帯の経済的負担を軽減するため、第 2子以降の子どもに加え、

第 1子のこどもの副食費を無償化する。 

保育料第 2子以降無償化                302,190 

     私立保育園、認定こども園及び市外幼稚園への施設型給付費（第 2子以

降無償化制度の維持含む。）並びに幼稚園、認可外保育施設、預かり保育

への子育てのための施設等利用給付。 

     市内の子どもが通う保育施設の運営に係る国、県及び市の負担金 

並びに子育て支援サービスとして、経済的負担の軽減を図る。 

   認定こども園の運営                   5,613 

     保護者のニーズに対応した「保育所型認定こども園」3園の運営に係る

経費 

   病児・病後児保育の運営                       2,851 

     保護者の子育て及び就労の両立を支援するため、「病児・病後児保育園」

の運営に係る経費 

   病児・病後児保育園負担金                         304 

      県下全域での病児・病後児保育の広域化により、児童が市外の病児・病

後児保育園を利用した際には保育園を管理運営する市町村に対して負担 

する。 

県支    21,487 

市費   132,202 

負担金  10,246 

手数料    1 

国支   38,034 

県支   38,034 

市債   3,400 

市費   116,933 

繰入金  73,600 

市債   374,400 

市費     4,486 

負担金  31,346 

使用料    50 

国支  157,615 

県支   91,162 

繰入金  9,204 

雑入    6,337 

市費   756,292 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

私立保育所等給食費補助金（こども保育課）〔1-2-1〕―――――――― 4,320

○新私立保育所に通う第 2子以降の子どもに加え、第 1子の子どもの副食費を

補助する。 

     補助先 北杜市に住所を有し、私立保育所等に入所している教育・保育

給付認定子どもの保護者 

     補助率 保護者が私立保育所等に支払う副食費 

     限度額 1 人当たり月額 4,500 円 

保育業務ＩＣＴ化推進事業費（こども保育課）〔1-2-1〕――――――― 7,559

ＩＣＴシステムを活用し、保護者の利便性の向上や保育士の業務負担軽減を

図る。 

子育て応援金支給事業費（ネウボラ推進課）〔1-1-3〕―――――――― 40,000

出生率の向上と子育て世代の経済的負担の軽減を図り、移住定住先として選

ばれる地域とするため、北杜市に誕生した全ての子どもに子育て応援金を支給

する。 

第 1子 10 万円 

第 2子 30 万円 

第 3子 100 万円（出生時 30 万円、満 3歳に達する年度 20 万円、満 7歳

に達する年度 50 万円を支給） 

妊娠・出産包括支援事業費（ネウボラ推進課）〔1-1-1〕――――――― 17,046

妊娠期から子育て期にわたる様々なニーズに対して、身近な場所で総合的に

支援するワンストップ拠点を設け、安心して出産及び子育てができるよう支援

する。 

○新母子健康手帳アプリ導入事業             110 

妊娠中の記録・乳幼児健診等の子どもの成長記録や予防接種のスケジュー

ル管理等ができ、妊娠期から子どもを持つ世帯をサポートするための子育て

支援アプリを導入し、サービスを提供する。 

繰入金  1,080 

市費   3,240 

市費   7,559 

市費    40,000

国支   9,987

県支   2,469

市費    4,590



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

○臨助産所開業支援事業補助金（ネウボラ推進課）〔1-1-1〕――――――  300

市内の出産医療体制の維持及び確保のため、助産所が雇い入れる助産師の人

件費を補助する。 

対象要件 市内において助産所を継続して、10 年以上開業する見込み

がある助産所 

助成期間 開業日の翌月から 5年間 

限度額  1 分娩につき 6万円 

小中学校情報化推進事業費（教育総務課）〔1-3-1、1-4-2〕―――――  193,766

    児童生徒が情報化の進展に対応できる能力及び確かな学力を身に付けること

を目指し、小中学校の情報関係機器等を整備する。 

○臨児童生徒用タブレット新規購入      38,808 

    タブレットの既存リースが終了することから、継続して一人一台端末環

境を保持するため、新規購入を行う。 

ＩＣＴ支援員配置事業             9,920 

児童生徒一人一台端末等の有効活用を図るとともに、ＩＣＴ機器を用い

た授業支援を行うため、ＩＣＴ支援員の業務を委託する。 

○新校内教育支援センター推進事業費（教育総務課）〔1-4-1〕―――― 29,024

   不登校傾向の児童生徒及び教室に入ることが困難な児童生徒の学びの場を

確保し、学びたいと思ったときに学ぶことができる環境を整えるとともに、心

の居場所を提供する。 

○新コミュニティ・スクール運営事業費（教育総務課）〔1-4-1〕――― 1,997 

   学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営に取り組むことが可能となる

「地域とともにある学校」への転換を図るため、学校運営に地域の声を積極的

に生かし、地域と一体となって特色ある学校づくりを進めていくための支援を

行う。 

○新児童生徒の心理アセスメント推進事業費（教育総務課）〔1-3-2〕―― 3,808

児童生徒一人ひとりの教育的ニーズの的確な把握と重層的支援を行うため、

必要に応じて心理士を活用できる体制を整備し、心理検査の実施及び心理相談

業務を行う。 

市費    300 

繰入金  45,000 

市債   21,000 

市費  127,766 

市費   29,024 

県支     473 

市費    1,524 

市費   3,808 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

小学校施設等整備事業費（教育総務課）〔1-4-2〕――――――――― 333,759

各小学校施設について、安全・安心な学びやすい環境を確保する。

○臨小学校施設等中長期保全化事業 

須玉小学校屋内運動場長寿命化改修設計業務委託     20,413 

白州小学校大規模改修工事 （継続事業）       228,206 

○臨小学校空調設備改修設計業務委託（明野小学校ほか 6校）   17,556 

○臨小学校太陽光発電設備（蓄電池付き）改修設計業務委託 

（高根東小学校ほか 3校）  756 

○臨小学校太陽光発電設備更新工事（明野小学校ほか 3校）     25,591 

○臨小学校校舎消防設備改修工事 （高根西小学校ほか 1校）    4,865 

○臨長坂小学校雨水排水管布設工事                1,050 

○臨小学校屋内運動場冷風機購入 （明野小学校ほか 8校）     18,000

中学校施設等整備事業費（教育総務課）〔1-4-2〕―――――――――  211,432

各中学校施設について安全・安心な学びやすい環境を確保する。 

○臨中学校屋内運動場トイレ改修設計業務委託

（明野中学校ほか 3校）  7,988

○臨中学校太陽光発電設備（蓄電池付き）改修設計業務委託 

（高根中学校ほか 3校）   882 

○臨中学校スポットクーラー賃借料（明野中学校ほか 8校）      2,646 

○臨中学校屋内運動場照明ＬＥＤ化改修工事 

（須玉中学校ほか 3校） 124,402 

○臨中学校太陽光発電設備更新工事（須玉中学校ほか 4校） 14,679 

○臨泉中学校屋内運動場トイレ改修工事                       28,706 

○臨中学校屋内運動場冷風機購入（明野中学校ほか 8校）       18,000

 学校給食管理事業費（学校給食課）〔1-3-2〕――――――――――― 285,981

○臨北杜南学校給食センターエアコン更新設計業務委託          5,615 

エアコンの保全部品の生産及び保守が終了となる予定であることから、

更新工事に係る設計業務を委託する。 

○臨北杜北学校給食センター温水ボイラー更新工事            12,816 

温水ボイラーの経年劣化に伴い、最新の同機種と入れ替える更新工事を

行う。 

国支   14,146 

繰入金  12,600 

市債  288,300 

市費   18,713 

繰入金  14,600 

市債  183,200 

市費   13,632

負担金  100 

繰入金   3,800 

雑入     15 

市債     17,700 

市費    264，366



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

 小中学校給食事業費（学校給食課）〔1-1-3、1-3-2〕―――――――― 201,538

地元産の農産物、北杜市産ブランド米等を取り入れ、安全・安心で質の高い

給食を提供する。併せて、地域の食文化や自然の恩恵に対する理解を深め、郷

土愛に満ちた児童生徒の育成を目的とした食育の推進を図る。

各小中学校の児童生徒、教職員等の賄材料費

給食 1食単価 小学校 310 円/食 中学校 360 円/食

○新学校給食費無償化事業

  地産地消を推進する本市ならではの安全・安心でおいしい学校給食を無

償で提供することにより、児童生徒の健全な育成と郷土愛の醸成を図る。

○臨 20 周年米粉給食提供事業

良質な米が生産される地域であることから、児童生徒及び保護者に新

たな米の活用方法を知る機会を提供し、米の食文化への関心を深めるこ

とを目的として、市立小中学校において、地元産米粉を使用した給食を提

供する。（2回）

○新学校給食代替弁当補助金（学校給食課）〔1-1-3、1-3-2〕―――――― 2,270

   アレルギー等のため、市が提供する学校給食を喫食することができず弁当 

を持参する児童又は生徒の保護者に対し、弁当持参回数に応じて費用の補助 

を行う。 

    補助単価 小学校児童  310 円/回  

中学校生徒  360 円/回 

負担金  27,418

市費   174,120 

市費    2,270 



 (単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

Ⅱ 健康・福祉 －ともに、よりよく生きるまち－ 

健康福祉啓発事業費（福祉課）〔2-2-1〕――――――――――――――― 518

市民が生涯にわたり健康で生きがいのある快適な生活を送るため、健康づく

りに関するイベントを開催し、健康及び福祉に対して知識の普及並びに啓発を

行う。 

   20 周年ほくと健康と福祉の集い開催事業    518 

○新重層的支援体制整備事業費（福祉課）〔2-2-1〕――――――――――― 265

高齢者福祉、障がい者福祉、児童福祉など分野別では対応できない困難な複

雑化・複合化する支援ニーズに対応するため、対象者の属性を問わない包括的

な支援体制の構築を図る。 

20 周年障がい者スポーツ普及事業費（福祉課）〔2-4-2、3-3-1〕――――― 158

   スポーツに関心のある障がい者の掘り起こし、障がい者によるスポーツ参

加を日常化するための普及啓発を行う。 

生活困窮者自立支援事業費（福祉課）〔2-2-2〕―――――――――― 21,608

生活困窮者の自立を図るため、生活困窮者自立支援制度における必須事業（生

活困窮者自立相談支援事業、住居確保給付金）、任意事業（就労準備支援事業、

家計改善支援事業、一時生活支援事業、子どもの学習・生活支援事業）を実施

し、生活困窮者に対し伴走的な支援を行う。 

長期休みの子どもフードサポート事業       620 

学校が長期休み中の給食が無い期間に、生活困窮世帯等に属する子ども

に対し、家庭内の遊休食糧の収集及び配付を認定ＮＰＯ法人フードバンク

山梨に委託して行う。 

○新高齢者訪問理美容サービス利用助成事業費（介護支援課）〔2-3-1〕―― 210

本市の被保険者で市内に住所を有し、介護保険法に基づく要介護認定におい

て、要介護 4 または要介護 5 に認定されている 65 歳以上の在宅高齢者を対象

に、訪問理美容サービスに係る経費の一部を助成する。 

高齢者交流の場促進事業費（介護支援課）〔2-3-1〕 ――――――――― 3,204

要介護状態等になることを予防するため、介護予防に資するレクリエーショ

ン、健康増進活動等のための交流の場の創出と充実を図る。

公営温泉施設活用加算            500

財産収入   254 

市費     264 

市費      265 

財産収入  100 

市費     58 

国支   12,379 

市費    9,229 

市費     210 

交付金    865 

国支      801 

県支     401 

繰入金    401 

市費     736 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

公営温泉施設利用料を補助することで、高齢者の生きがいづくりをより

一層促進する。

介護予防普及啓発事業費（介護支援課）〔2-3-1〕―――――――――― 4,872

介護予防講演会事業    360 

介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するため、講演会等を開催す

る。 

20 周年ほくと健康と福祉の集い開催事業             260 

はつらつシルバーのつどい事業            3,880 

介護予防の機能強化を図るため、各地域で保健福祉推進員や高齢者通い

の場が行う介護予防講座に運動、栄養、口腔等に係る専門職を派遣する。

健康づくり・介護予防応援Ｗｅｂサイト運営事業       66 

健康づくりや介護予防に役立つ情報が集約されたＷｅｂサイトを活用し

て情報発信を行う。 

   人生 100 年時代のマネジメント講座開催事業       233 

人生 100 年時代を生き抜く知恵、備え、様々な社会課題の解決策等の学

習機会を創出する。 

フレイル予防事業（健康寿命の延伸プロジェクト事業） 333     

フレイルサポーターを養成し、高齢者が社会参加する中で地域のフレイ

ル（虚弱）防止・介護予防活動を積極的に行う。

救急医療体制負担金（健康増進課）〔2-1-2〕―――――――――――― 4,830

山梨県救急安心センター、山梨県救急医療情報センター、甲府地区小児救急

医療センター及び富士・東部地区小児初期救急医療センターの運営にかかる負

担金

○新＃７１１９救急安心センター運営費負担金      1,264

     県民の急な体調変化や病状の悪化等の相談窓口である救急安心センタ

ーにおいて、相談が集中する平日夜間帯に常駐の医師を配置し、救急車の

適正利用と救急医療機関の受診の適正化を図る。

地域医療開業支援事業補助金（健康増進課）〔2-1-2〕―――――――― 10,000

市内の地域医療を確保するため、市内に新たに診療所を開設する開業医に対

し、運営費を補助する。

補助先 市内において継続して 10年以上開業する見込みがある診療所

期 間 開業日の翌月から 5年間

要 件 看護職員、助産師又は事務員の人件費

限度額 500 万円／年度かつ総額 2,500 万円

交付金   1,317 

国支    1,218 

県支      608 

繰入金     608 

市費   1,121 

市費     4,830 

市費   10,000 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

○臨がん患者アピアランスケア助成事業費（健康増進課）〔2-1-1〕 ―――― 520

がん治療に伴う外見変化への心理的負担を軽減するため、購入した補整具に

対する購入費用を助成する。

補助先 がん治療のため補整具を購入した者 

上限額 ウィッグ等 2万円、人工乳房等 10万円 

     負担率 補助対象経費のうち県 1/2 市 1/2 

○新健康づくり推進事業費（健康増進課）〔2-1-1〕――――――――――― 188

   健康増進課が主催する事業に参加する 65 歳以上の者に対してポイントを付

与し、一定ポイントを取得した者へがん検診受診の自己負担額を無料にするこ

とで、市民の健康増進とがん検診受診率の向上及びがんの早期発見を図る。 

健康教育事業費（健康増進課）〔2-1-1〕――――――――――――――― 568

市民の健康状況の向上や維持のため、健康に関する正しい知識を普及させる

ため健康講座を開催する。

20 周年ほくと健康と福祉の集い開催事業       150 

市立病院等運営事業費（健康増進課）〔2-1-2〕――――――――― 4,697,163

○臨経営強化プラン実行支援及びモニタリング事業 8,800 

経営強化プランの進捗管理と活動状況のモニタリング等を行う。 

○臨介護老人保健施設及び訪問看護ステーション経営強化支援事業 

9,900 

     公営企業として持続可能な経営体制を確保するための現状分析と課題

の抽出、経営改善策の検討を行う。 

市立病院等施設整備等事業費（健康増進課）〔2-1-2〕―――――― 1,417,232

○臨塩川病院施設整備事業        232,760 

非常用発電機等設備改修工事

○臨塩川病院医療機器等整備事業            131,604 

     デジタルＸ線透視撮影システム等 

○臨甲陽病院施設整備事業        20,478

  駐車場雨除け設備増設工事等 

○臨甲陽病院医療機器等整備事業             85,457 

     臨床検査システム・採血管準備装置等

県支       260 

市費       260 

市費    188 

県支    299 

雑入     24 

市費    245 

業収益 4,105,234 

県支     5,409 

繰入金  330,982 

雑入   255,538 

県支   60,500 

繰入金 260,524 

市債  408,400 

留保資金 685,508

償還金  2,300 



 (単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

Ⅲ 市民生活・文化 －新たな価値を奏でる創造のまち－ 

広聴広報事業費（秘書広報課）〔3-1-3〕―――――――――――――― 24,225

 高校生議会事業 

  市が目指す「2030 年子どもが賑わう夢叶うまち」の実現に向け、高校生

の柔軟な発想やアイデアを活用するため、市内の 3 つの高校から高校生議

員を募集し、高校生議会を開催する。 

○臨 20 周年カウントダウンフォト募集事業 

○臨 20 周年デジタルカレンダー作成事業 

○臨 20 周年多目的ＰＲ用バックボード作成事業         500 

ケーブルテレビ事業費（秘書広報課）〔3-1-3〕―――――――――――  29,562

○臨 20 周年記念番組制作・配信、ＤＶＤ作成      2,150 

未来創造オープンカレッジ事業費（未来創造課）〔3-1-3〕 ――――――   1,000

地域の強みを生かし、子育て世代や若者世代、次世代型産業に選ばれるまち

を目指すため、市にゆかりのある各界の著名人を講師とする市民向けの講演会

を開催し、市民のシビックプライドの醸成を図る。 

開催内容 各界（産業、芸術・文化、教育、福祉等）の著名人による講

演会 

○臨 20 周年未来創造オープンカレッジ開催事業 

    市制 20 周年を記念し、幸せを実感できるまちの実現に向け、特に未来を

担う若者世代を対象とした講演会を開催する。 

国際交流事業費（未来創造課）〔3-4-3〕 ―――――――――――――  19,487

マディソン郡代表団交流事業                      16,950 

北杜市代表団派遣事業（隔年で派遣・受入を実施） 

  中学生ホームステイ派遣事業（隔年で派遣・受入を実施） 

抱川市文化交流事業                 1,902 

抱川市文化交流団受入事業（隔年で派遣・受入を実施） 

○臨 20 周年抱川市文化交流団招聘事業 

浅川巧墓地管理事業                   626 

雑入   660 

市費    23,565 

使用料   633 

市費   28,929 

市費    1,000 

繰入金   15,296 

雑入   2,280 

市費   1,911 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

○臨【共生】共生ビジョン懇談会開催事業費（企画課）〔1-5-4、3-4-2、4-2-3〕

―――――― 544 

第 2 次八ヶ岳定住自立圏共生ビジョンの進捗評価及び第 3 次ビジョンの方

向性について広く関係者の意見を反映させるため、八ヶ岳定住自立圏共生ビジ

ョン懇談会を開催する。

○臨第 3次八ヶ岳定住自立圏共生ビジョン策定事業 

○臨【共生】地域活動団体連携事業費（企画課）〔3-1-1〕―――――――――  173

八ヶ岳定住自立圏域内で活動するＮＰＯ法人等の相互連携を図るため、意見

交換会や勉強会を開催する。 

ふるさと納税推進事業費（ふるさと納税課）〔3-1-3〕―――――――  900,000

北杜ファンの増加を図るため、ふるさと納税パンフレットの作成、北杜市産

の返礼品やお礼状を送付し、本市の魅力を市外に発信する。また、「企業版ふる

さと納税」「クラウドファンディング」により事業ＰＲを実施する。 

○臨合併 20 周年記念事業費（総務課）〔3-1-1、3-1-3〕――――――――  17,267

 20 周年市制施行記念式典開催事業                        1,256 

    市制施行 20 周年式典において記念アトラクション等を実施する。 

20 周年記念花火大会                                  11,644 

    市制施行 20 周年を記念した花火大会を実施する。 

20 周年記念誌発行事業                                4,367 

芸術文化スポーツ振興基金活用事業費（生涯学習課）〔3-3-2〕―――― 2,000

市内の小中学生、高校生及びその保護者に対し、市内で開催される特色ある

一流の芸術及び文化に触れる機会を創出する。 

○臨 20 周年芸術文化鑑賞機会拡充事業             500 

芸術文化スポーツ振興基金活用事業補助金（生涯学習課）〔3-3-2〕―― 4,500

本市の新たな芸術及び文化活動を活発にするため、芸術文化スポーツ振興基

金を活用し、事業を実施する団体に対し、補助する。 

     補助先 市民に優れた芸術文化スポーツの鑑賞機会を提供し、芸術文化

スポーツの振興に寄与すると認められる団体

補助額 上限 30 万円

市費     544 

市費    173 

市費   900,000 

市費    17,267 

繰入金  2,000 

繰入金  4,500 

5,623 5,623 

0 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

芸術文化自主・共催事業費（生涯学習課）〔3-3-2〕――――――――  15,395

一流の芸術及び文化に触れることで、市民文化の育成又は地域文化の発展に

つながるよう自主・共催事業をホール 3館で実施する。 

○臨【共生】文化芸術鑑賞・体験機会提供事業          7,048 

   一流の文化芸術の鑑賞会、子育て世代を対象とした演劇や音楽会、子ど

もを対象とした多彩で優れた芸術鑑賞の機会を提供する。 

    20 周年さかなクンのギョギョっとびっくりおさかな教室 

    オペラ「カルメン」 

      「フィルハーモニーカンマーアンサンブル」コンサート 

 文化芸術鑑賞・市民参加型事業       3,070 

 自衛隊音楽隊コンサート 

    市民参加型演奏会（北杜市合唱祭、ピアノ演奏会） 

○臨 20 周年和波たかよしバイオリンコンサート

生涯スポーツ推進事業費（生涯学習課）〔3-3-1〕―――――――――― 6,653

各種スポーツ教室等を開催し、生涯スポーツの推進を図る。

○臨 20 周年野球教室開催事業       1,000 

     峡北地区野球スポーツ少年団に所属する子どもたちに元プロ野球選手

による技術指導を行う。 

○臨社会体育施設整備事業費（生涯学習課）〔3-3-1〕――――――――  134,752

八ヶ岳スケートセンター整備事業              127,035 

スケートリンク内部を整備し、年間を通した新たなスポーツの拠点づく

りを行う。 

長坂総合スポーツ公園周辺舗装工事                  1,694 

白州体育館敷地内サンドグラウンド測量設計業務        6,023 

 サンドグラウンドを整備することで、多種競技を楽しめる環境を整備

するとともに、県内唯一のサンドバレー競技ができる場として、更なる大

会誘致や競技振興を図る。 

繰入金  4,403 

雑入   3,105 

市費    7,887 

繰入金  2,513 

雑入    255 

市費   3,885

繰入金   8,000 

市債   126,600 

市費     152 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

浅川兄弟顕彰事業費（学術課）〔3-3-2〕――――――――――――――   1,796

○臨 20 周年記念企画展開催事業     429 

     浅川伯教・巧兄弟資料館において市制施行 20 周年を記念し、浅川兄弟

の顕彰に貢献した人々について紹介する企画展を開催する。 

○臨多言語化整備事業                      367 

     記念碑の説明板の設置及び展示解説多言語音声ガイドの製作を行い、

多くの人々に浅川兄弟の魅力を発信する。 

○臨 20周年浅川巧特別番組制作協賛事業      1,000 

ＵＴＹ特別番組「やまなし偉人伝 浅川巧」の番組制作に協賛し、浅川

兄弟の功績について広く周知する。 

図書館管理事業費（中央図書館）〔3-2-2〕――――――――――――― 29,510

8 図書館の維持管理を行う。 

10 月以降は、図書館の再編により 3図書館の維持管理を行う。 

対象施設 

 金田一春彦記念図書館 明野図書館 すたま森の図書館 

たかね図書館 ながさか図書館 小淵沢図書館 

ライブラリーはくしゅう むかわ図書館 

図書館運営事業費（中央図書館）〔3-2-2〕―――――――――――― 126,899

蔵書の整備及び 8図書館の運営事業を行う。 

10 月以降は、図書館の再編により 3図書館の運営事業を行う。 

図書館司書 会計年度任用職員 45人 

北杜市図書館協議会の開催 年 4回 

○臨北杜市子ども読書活動推進計画策定委員会の開催 年 4回 

○臨 20 周年こども図書館まつり開催事業

明野寄附金活用事業（運用益による図書購入）        50 

○新コミュニティ・コモンズ管理事業費（中央図書館）〔3-2-2〕―――― 10,326

   コミュニティ・コモンズ（明野・高根・小淵沢・白州・武川）の維持管理を

行う。 

○新コミュニティ・コモンズ運営事業費（中央図書館）〔3-2-2〕―――― 388 

   コミュニティ・コモンズ（明野・高根・小淵沢・白州・武川）の運営事業を

行う。 

繰入金   1,796 

雑入 155 

地方債   4,400 

市費 24,955

繰入金    50 

雑入      86 

市費    126,763 

市費     10,326 

市費       388 



 (単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

Ⅳ 産業経済・観光 －もっと、世界を魅了するまち－

未来創造事業費補助金（未来創造課）〔4-2-2、4-3-1、4-3-3〕 ―――   8,000

本市の活力ある未来を創り上げ、関係人口の増加及び地域経済の活性化を図

るため、民間事業者が実施する芸術・文化及びテレワーク施設の充実、並びに

先端技術を活用した新たな事業を支援する。 

     補助対象事業 

①芸術・文化施設魅力向上事業 

②テレワーク環境整備事業 

         ③先端技術活用促進事業 

補助先 本社又は事業所を有する中小企業者、特定非営利活動法人ほか

     補助率 補助対象経費の 2分の 1以内 

     限度額 100 万円 

○臨農業振興地域整備計画策定事業（農業振興課）〔4-1-2〕――――――  6,715

農業振興地域の整備に関する法律に基づき農業振興地域整備計画を総合的

に見直すため、令和 5年度に実施した基礎調査を基に計画策定業務を委託する。

農業振興推進事業費補助金（農業振興課）〔4-1-2〕 ―――――――― 11,176

農業の近代化と経営の合理化を推進し、生産性の高い農業経営の確保及び中

核的担い手農業者の育成を図るため、農業集団等の活動に対し、補助する。 

○新スマートアグリ推進事業                   4,750 

スマート農業等を導入し農業生産の効率化・低コスト化等を進めるため

に必要な機械等の整備に補助する。 

対象者 担い手法人、任意組織 

果樹農家支援事業費補助金（農業振興課）〔4-1-2〕 ―――――――― 2,400

醸造用ぶどう生産の振興を図り、もって本市を世界に誇るワインの産地化を

目指すため、醸造用ぶどう新植苗を購入した者に対し、補助する。 

市費    8,000 

市費   6,715 

県支   1,524 

市費     9,652 

市費    2,400 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

多面的機能支払交付金（農業振興課）〔4-1-1〕―――――――――― 201,133

地域が行う農地、農業用水等の資源に係る日常的な保全活動に加え、老朽化

が進む農業施設等の長寿命化を図るための補修等を行う活動に対し、支援する。

対象者  地域住民等で構成される活動組織 

交付先 活動組織 

負担率 国 1/2 県 1/4 市 1/4 

県単土地改良事業費（農地整備課）〔4-1-1〕―――――――――――  118,138

   県単特産農産物生産支援整備事業               84,138 

     地域特産農産物の特産化、品質向上と生産拡大を図ることを目的とした

施設整備 

○臨小淵沢町尾根地区水路改修測量設計業務委託         9,141 

○臨白州町大武川地区水路改修測量設計業務委託         6,292 

○臨須玉町藤田地区（須玉分署前）水路改修設計業務委託 3,762 

○臨高根町村山東割・村山北割地内農業用水路改修工事  41,943 

○臨水門遠隔装置設置モデル事業                      20,000 

   県単機構借受農地整備事業                       34,000 

     農地中間管理機構で借り受けた農地に係る農業用施設の簡易的な水路、

畦畔等改修工事 

団体営土地改良事業費（農地整備課）〔4-1-1〕――――――――――  62,186

農業基盤整備促進事業 

  生産効率の向上と農業振興を図るため、地域の実情に応じた農地・農業

水利施設等の整備 

   須玉町東向地内測量設計業務委託             3,000 

   高根町村山西割地内水路改修測量設計業務委託  7,000 

小泉こ線水路橋補修詳細設計業務委託          4,829 

     長坂町白井沢地区水路改修工事             11,000 

団体営その他事業 

○臨機能診断業務委託（朝穂堰）   30,580 

換地処分登記業務         5,500 

県支   151,013

市費    50,120 

分担金   2,000 

県支   63,350 

繰入金   2,500 

市債     48,700 

市費    1,588 

分担金   1,100 

県支   40,330 

繰入金  13,300 

市債      6,500 

市費     956 



 (単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

県営土地改良事業費（農地整備課）〔4-1-1〕――――――――――  214,448 

   防災重点農業用ため池緊急整備事業              38,500 

市民の安全・安心な生活のため、令和 6 年度は 16 箇所の農業用ため池

を改修する。 

かんがい排水事業 

畑地帯総合整備事業 

    中山間地域総合整備事業 

対象ため池 事業費 負担率 負担金 

長坂 

(下井出・ 

観音第一) 

 50,000 11.0％ 5,500

小淵沢(井詰原) 25,000 11.0％ 2,750

明野(寺沢) 30,000 11.0％ 3,300

須玉 

（和田・松尾沢） 
25,000 11.0％ 2,750

大泉 

(鳴石・飛沢・井富)
55,000 11.0％ 6,050

小淵沢(平井出) 16,000 11.0％ 1,760

白州(平久保) 20,000 11.0％ 2,200

長坂(菅沼) 20,000 11.0％ 2,200

長坂(柿平) 20,000 11.0％ 2,200

高根(浅川) 30,000 11.0％ 3,300

高根(念場) 30,000 11.0％ 3,300

高根(東入) 29,000 11.0％ 3,190

対象地区 事業費 負担率 負担金 

楯無堰 50,000 0.25％ 125

対象地区 事業費 負担率 負担金 

茅ヶ岳西麓 20,000 20.0％ 4,000

対象地区 事業費 負担率 負担金 

甲斐駒東部 193,000 15.0％ 28,950

分担金  45,444 

県支   26,896 

繰入金  34,200 

市債    100,200 

市費     7,708 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業 

経営体育成基盤整備事業                   28,000 

    用排水施設等整備事業 

農村地域活性化農道整備事業 

観光ＰＲ事業費（観光課）〔4-2-1〕――――――――――――――― 12,214

本市の観光振興を図るため、観光キャンペーンへの参加やＰＲ活動を実施す

る。

   静岡県内私鉄における観光誘客広告           2,471 

   10 周年南アルプスユネスコエコパーク登録 10 周年記念 

                                 誘客促進キャンペーン 1,650 

○臨【共生】南アルプスユネスコエコパーク推進事業費（観光課） 

〔4-2-1、5-3-2〕――――― 19,166

南アルプス自然環境保全活用連携協議会及び南アルプスユネスコエコパー

ク山梨県連絡協議会において広域連携を図り、南アルプスユネスコエコパーク

の普及啓発を行う。 

   甲斐駒ヶ岳登山道他整備事業               2,951 

     甲斐駒ヶ岳、日向山、尾白川渓谷登山道の一体的な整備を行うことによ

り、登山道の維持に取り組む。

   10 周年甲斐駒ヶ岳山頂標識設置工事           952 

対象地区 事業費 負担率 負担金 

武川(中山) 177,438 17.5％ 31,052

対象地区 事業費 負担率 負担金 

須玉(穂足) 130,000 17.5％ 22,750

武川(三吹) 30,000 17.5％ 5,250

対象地区 事業費 負担率 負担金 

高根(西沢堰) 50,000 20.0％ 10,000

対象地区 事業費 負担率 負担金 

大泉(西井出) 50,000 30.0％ 15,000

繰入金  10,000 

市費   2,214 

県支    472 

繰入金  2,131 

市費   16,563 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

甲武信ユネスコエコパーク推進事業費（観光課）〔4-2-1、5-3-2〕――  2,637

甲武信ユネスコエコパーク推進協議会において広域連携を図り、甲武信ユネ

スコエコパークの普及啓発を行う。 

○臨【共生】外国人観光客誘客促進事業費（観光課）〔4-2-1〕―――――  37,231

トップセールスの実施により、関係構築を図った観光関連の公的機関や旅行

会社等へ営業や、メディアを活用した積極的な誘客事業の推進を図る。また、

観光マーケティングを実施し、具体的な観光客の行動調査等を実施する。 

   台湾メディア招請手配業務委託             1,760 

   タイマーケティング調査企画運営業務委託         3,960 

   ベトナムマーケティング調査企画運営業務委託       3,960 

指定管理施設事業費（観光課）〔4-2-2〕――――――――――――― 401,133

   各種観光施設の指定管理料（33 施設）、借地料等 

○臨増富の湯浴室棟解体工事及び新築工事設計業務委託 23,639 

増富の湯の再開に向けた既存浴室棟の解体工事設計及び新規浴室棟の 

建築に伴う基本・実施設計を行う。 

○臨スパティオ小淵沢温泉掘削工事（継続事業）     89,760 

延命の湯における温泉源泉の温度低下に伴い、新規に温泉を掘削する。 

○臨明野ふれあいの里深井戸水中ポンプ入替工事     22,000 

水道設備の老朽化に伴い、水中ポンプの入れ替えを行う。 

○臨指定管理施設トイレ改修工事                      15,281 

みずがき山グリーンロッジ、尾白の森名水公園、大武川河川公園のトイ

レについては、洋式化されていないことに伴い、訪れる観光客の利便性を

確保するため洋式化する改修工事を実施する。 

○臨小海線観光誘客促進事業費（観光課）〔4-2-1〕―――――――――   7,500

小海線の持続可能な利用促進に向け、サイクルツーリズムと組み合わせたキ

ャンペーン企画等を実施し、観光客の利用拡大を図る。 

小海線沿線サイクルツーリズム企画運営業務委託       5,500 

就労支援賃貸住宅等建設促進事業費補助金（商工・食農課）〔4-4-2〕―― 15,000

就労者の住環境の向上及び移住定住人口の増加を図るため、就労者等が入居

するための賃貸住宅等を建設する者に対し、補助する。 

補 助 先 市内に賃貸住宅等を建設する個人又は法人 

補助単価  1 万円/㎡（1戸当たりの上限額 60 万円） 

繰入金  1,490 

市費   1,147 

繰入金  20,000 

市費   17,231 

使用料  35,600 

県支   7,641 

譲与税   990 

繰入金  62,000 

市債  165,300 

市費  129,602 

繰入金  7,500 

市費   15,000 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

世界に誇るワイン産地化推進事業費（商工・食農課）〔4-1-2〕――――― 2,200

近年、本市の自然環境や気象条件を求め、多くのワイン醸造者が参入し、多

種多様なワイン作りが行われていることから、市産ワインを国内外に広く発信

するため、市の知名度向上、生産者の所得向上等を図る。 

○新バッカスツーリズム事業                   2,100 

○新有機ワイン生産醸造研修会                   100 

オーガニックビレッジ事業費（商工・食農課）〔4-1-2〕―――――――― 5,490

国が進める「みどりの食料システム戦略」に基づき、本市で有機農業により

生産される安全・安心な農産物の安定的な供給を促進し、持続可能な食料シス

テムの構築に向けた取組を推進することにより、農業者の多くが有機農業に取

り組みやすい環境を整備する。 

○新食杜北杜推進事業費（商工・食農課）〔4-1-2〕――――――――――― 1,250

   地域の稼ぐ力を高め、若者が地域の魅力を再発見することにより、住み続け

られるまちづくりの実現を目指し、農畜産物を使った商品の開発普及を促進 

する。 

○新北杜産品販売ＰＲ事業費（商工・食農課）〔4-1-2〕――――――――― 1,267

  魅力的な北杜産品を通じて、本市の魅力を様々な地域に紹介、ＰＲを強化す

る。 

○臨市産米ブランド化推進事業費（商工・食農課）〔4-1-2〕―――――― 21,818

県内屈指の「米どころ」である本市で生産される米の生産技術の向上を図り、

高付加価値化を目指す。 

○臨 20 周年米・食味分析鑑定コンクール国際大会 in北杜  21,742 

○臨食と農の体験創出事業費（商工・食農課）〔4-1-2〕―――――――― 8,000

  地域特性を活かし、都市生活者向けに本市の特性に合わせた食と有機農業

体験や食イベントを通して地域の魅力を発信し、農産物の地域ブランド力を高

め、高付加価値化を図り販売力強化に取り組む。  

○臨産業立地事業費補助金（商工・食農課）〔4-3-3〕――――――――― 16,633

市内に一定規模の設備投資により工場等を操業し、これにより常時雇用労

働者を 10人以上増加させる立地事業に対し、補助金を交付する。 

助成先 株式会社 オキサイド 

市費   2,200 

県支   5,000 

市費     490 

市費   1,250 

市費   1,267 

市費   21,818 

県支   8,000 

繰入金  16,600 

市費     33 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

水道活用企業等支援事業費補助金（商工・食農課）〔4-3-3〕――――  6,000

更なる企業誘致の促進と上水道の積極的な利用を促進するため、市内に進出

する企業が負担する一定量以上の水道利用料金に対し補助金を交付する。 

補助対象経費 水道使用量が 1 月当たり 1,000  を超えた部分の水道

料金 

補助額    1  当たりの単価に 2分の 1を乗じたもの 

小規模治山事業費（林政課）〔4-1-3〕――――――――――――――  16,993

山地災害危険地区内にある比志楜桃久保の小規模治山（谷止め）工事に係る

測量設計及び工事を行う。 

○臨須玉町比志楜桃久保小規模治山工事測量設計業務         3,993 

○臨須玉町比志楜桃久保小規模治山工事              13,000 

里山整備事業費補助金（林政課）〔4-1-3〕―――――――――――― 22,000

森林の荒廃を防止し、国土の保全及び水源涵養等森林の機能を最大限に引き

出すため、森林整備を行う者に対し、補助する。 

補助対象者 補助金額 

森林経営計画を策定し、山梨

県補助金等交付規則に基づ

き補助金を受けた者 

補助対象経費の 95％から国県補

助額を差し引いた額 

山紫水明整備事業費補助金（林政課）〔4-1-3〕―――――――――― 20,000

森林の施業と適切な森林の保護を通じて、森林の持つ多様な機能を十分に発

揮させることを目的として森林整備を行う者に対し、補助する。 

また、森林機能の更なる活用を目的として、補助対象事業に森林空間整備（散

策路整備等）や景観林整備（支障木の除去等）を行う者に対し、補助する。 

区   分 補助金または補助率 

所有者本人が行う場合 
1ｈａ当たり 142,000 円 

ボランティア等が行う場合 

業者に委託して実施する場合 

補助対象経費の 95％以内（ただ

し、実行経費が補助対象経費を

下回った場合は、実行経費の

95％以内） 

市費    6,000 

県支    8,496 

市債   8,400 

市費     97 

繰入金  22,000 

譲与税  20,000 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

○新森林病害虫等防除対策事業費（林政課）〔4-1-3〕―――――――― 28,031 

アカマツやナラにおける森林病害虫の蔓延及び被害拡大の防止を図るため、

伐倒処理等の対策を推進する。 

     松くい虫被害総合対策事業       500  

造林事業（衛生伐）「アカマツ・ナラ」 540  

市単独事業 被害木処理           95  

               被害木調査         1,140  

○新森林木材産業活性化事業費（林政課）〔4-1-3〕――――――――― 1,295

林業の成長産業化と森林の適切な管理に向けて、木材生産や加工、建築に 

関わる市内事業者を中心としたグループを結成し、住宅等の建築物や木製品 

に県産材や市産材を積極的に活用する取組を支援することで、市内の林業・ 

森林産業と住宅産業等の活性化を図る。 

○新建築物県産材活用促進事業費補助金（林政課）〔4-1-3〕―――――― 4,600

   木材の利用促進を図るため、建築物への県産材を使用した製材品の活用に 

対し、県補助を受け行う者に対し補助する。 

    補 助 先 やまなし県産材供給システム強化対策事業実施要領で補助

金の交付決定を受けた素材生産事業者又は原木市場、木材

加工事業者、流通販売事業者及び建築事業者により構成さ

れた市内企業グループ 

補助単価 県産材構造材等補助  7,500 円/ 

         県産材内装材補助   1,000 円/㎡ 

県支   18,138 

譲与税  1,484 

市費   8，409

譲与税    1,295

譲与税    4,600



 (単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

Ⅴ 環境・都市基盤 －安心をずっと、サステナブルなまち－ 

国土強靱化地域計画推進事業費（企画課）〔5-1-1〕――――――――― 2,578

国土強靱化地域計画について、広く市民の意見を反映させるため、国土強靱

化地域会議を開催する。 

○臨国土強靱化地域計画策定事業             2,356 

令和 7年度から令和 11年度までの 5箇年を計画期間とする次期国土 

強靭化計画を策定する。 

市民バス運行費（企画課）〔5-4-2〕―――――――――――――――  158,267

「みんなでつくり、守り、育てる」地域公共交通の実現に向け、幹線と支線を

有機的に組み合わせ、定時定路線・デマンド交通の特色を生かした市民バスを

運行する。

【共生】圏域公共交通対策事業              180 

    北杜市と富士見町のデマンド交通を相互接続させる。 

災害事前対策事業費（消防防災課）〔5-1-1〕――――――――――― 915,889

常備消防負担金                   791,923 

中央道救急業務支弁金                   7,121 

○臨常備消防庁舎建設事業費負担金                    12,787 

峡北広域行政事務組合庁舎建替に伴う構成 3市による負担金 

○臨 3分署庁舎建設事業費負担金              104,058 

3 分署庁舎建設に伴う構成 3市による負担金 

消防団員活動推進事業費（消防防災課）〔5-1-1〕――――――――― 105,178

令和 6年度から団の再編、機能別団員の新設及び団員報酬等の適正化により、

本市の消防力を確保する。 

防災備蓄品整備事業費（消防防災課）〔5-1-1〕―――――――――― 41,134

災害に備え、備蓄計画に基づき防災備蓄倉庫、備蓄品等を整備する。 

○臨防災備蓄倉庫整備                                36,490 

防災備蓄倉庫未整備の指定避難所へ備蓄倉庫を計画的に設置する。 

備蓄品（食料、水、資機材）整備                4,644 

市費   2,578 

使用料   11,010 

県支    5,971 

繰入金  123,600 

市費    17,686 

雑入    7,120 

市債   91,200

市費  817,569 

手数料     7 

雑入     80 

市費   105,091

市債   36,400 

市費    4,734 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

減災力の強いまちづくり推進事業費（消防防災課）〔5-1-1〕―――――― 3,653

   一人ひとりが日頃から災害に対する準備をすることで、大規模災害発生時の

被害を減らすことを目的とし、人材育成や出前塾、特定地区総合防災訓練を開

催し、自助力・共助力の向上を図ることで減災力の強いまちづくりを推進する。

   地域減災リーダー育成・出前塾開催事業           675 

     特定地区総合防災訓練開催事業               535 

   減災フォーラム事業                    646 

再生可能エネルギー設備設置費補助金（環境課）〔5-2-1〕―――――― 9,750

本市の再生可能エネルギーの普及、啓発の取組として、再生可能エネルギー

に係る省エネルギー機器の導入を促進するため、機器の設置に係る経費の一部

を補助する。令和 6年度から蓄電池の補助を拡充し、ゼロカーボンに向けた施

策を更に強力に進める。 

   定置用リチウムイオン蓄電池    2 万円/ｋｗｈ（最大 20 万円） 

住宅用太陽光発電システム       1.7 万円/ｋｗ（最大 16 万円） 

（住宅用太陽光発電システムと定置用リチウムイオン蓄電池の組合せも可）

強制循環型太陽熱利用システム     5 万円/システム 

   二酸化炭素冷媒ヒートポンプ給湯器  5 万円/基 

   木質ペレットストーブ        3 万円/基 

○新電気自動車等購入費補助金（環境課）〔5-2-1〕―――――――――― 2,200

二酸化炭素の排出削減による環境保全のため、電気自動車等の導入促進を図

ることから、電気自動車等の購入に係る費用の一部を補助する。

ＥＶ自動車           20 万円/台 

ＥＶ原動機付自転車         2 万円/台 

環境教育普及啓発事業費（環境課）〔5-2-1〕―――――――――――― 5,183

   環境問題に関心を持ち、行動に結び付く人材育成及びＳＤＧｓ達成に向けて

の持続可能な取組を推進する。 

20 周年子ども環境フェスタ開催事業           1,265 

市費   3,653 

繰入金    2,943 

雑入     6,807 

繰入金   2,200 

繰入金    5,183 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

○新ＧＸ推進プロジェクト事業費（環境課）〔5-2-2〕――――――――  63,000

ゼロカーボンやＧＸの推進を加速させるため公共施設を対象とした太陽光

発電ＰＰＡ事業や官民連携による新エネルギー会社の設立を目指す。

後期高齢者世帯電気料金高騰対策支援金支給事業   63,000

電気料金高騰による後期高齢者世帯の負担軽減を図るため支援金を支

給する。

支援金 1 世帯あたり 12,000 円 5,000 世帯 

ゼロカーボンシティ推進事業費（環境課）〔5-2-1〕 ―――――――― 26,320

「ゼロカーボンシティ」、「人と自然と文化が躍動する環境創造都市」として

の姿を体現していくため、太陽光パネル未設置の公共施設へのＰＰＡモデルの

活用や、小水力発電の適地調査を行い、住民・民間企業とともに脱炭素化に向

けた取組を強化していく。 

また、北杜サイト及びマイクロ水力発電による売電収入を活用し、公共施設

における太陽光発電設備等の修繕を実施する。 

○臨住宅計画策定事業費（住宅課）〔1-5-2、5-4-1〕―――――――― 20,405

市営住宅のストック状況を把握し、機能改善による長寿命化や老朽化による

用途廃止等を計画的に実施するため、また、子育て世代等の新たなニーズ等も

捉える中で、北杜市営住宅総合活用計画・長寿命化計画を改定する。

木造住宅耐震化支援事業費補助金（住宅課）〔5-4-1〕         5,330

昭和 56 年 5 月以前に着工された一般木造住宅の耐震診断の結果、倒壊等の

危険性がある木造住宅の耐震化に対し、補助する。

木造住宅耐震改修・建替え 

     補助限度額 125 万円 

ブロック塀等改修・除却等 

     補助限度額 対象経費の 3 分の 2 又は一般路線は 20 万円、重要路線は

30 万円のいずれか低い額 

○新耐震シェルター設置 

補助限度額 36 万円 

急傾斜地崩壊対策事業費（道路河川課）〔5-1-1〕――――――――― 8,000 

   急傾斜地崩壊対策の県営事業に要する経費の一部を負担する。

    実施箇所 明野町：上手 須玉町：上八巻・馬場-1、中小倉

長坂町：高松 白州町：前山

繰入金   58,300 

市費    4,700 

市費   26,320

使用料  13,985 

国支    6,420

国支   1,750

県支   1,715 

市費   1,865

市債    7,200 

市費     800



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

中部横断自動車道推進事業費（道路河川課）〔5-4-1〕――――――――― 422

中部横断自動車道の早期全線開通を促進するため、北杜市中部横断自動車道

建設促進期成同盟会等において、国等関係機関に要望活動を行う。

北杜市女性みちの会活動事業費（道路河川課）〔5-4-1〕―――――――― 984

女性の視点から「みちづくり」や「地域づくり」についての情報交換や意識

啓発を行うため、北杜女性みちの会の活動を支援する。

市道維持管理事業費（道路河川課）〔5-4-1〕――――――――――― 177,565

道路管理、清掃、修繕、支障木の伐採、除草、照明施設等の保守・管理等 

主要市道景観・機能向上事業                     90,000

ドラレコ・ロードマネージャーサービス利用料     2,596 

区画線補修事業                                  13,000 

○臨橋梁塗膜調査事業費（道路河川課）〔5-4-1〕                  97,735 

   市道橋梁のＰＣＢ含有塗膜調査の結果に基づき、ＰＣＢ特措法の処分期限

までに対象橋梁の塗装の塗替えを行う。 

    大井ヶ森橋外2橋 

防災・安全社会資本整備交付金事業費（修繕）（道路河川課）〔5-4-1〕― 100,507

   国の交付金を活用し、通行の安全対策が必要な路線の整備（のり面修繕・補

強）を行う。 

    市道若神子・下黒澤線外1路線 

道路メンテナンス事業費（道路河川課）〔5-4-1〕――――――――― 150,700

    橋梁長寿命化修繕計画に基づき、国の補助金を活用し、道路橋梁の点検・修

繕を行う。 

    橋梁定期点検 山田橋外75橋 

    橋梁長寿命化修繕 天神橋外3橋 

河川改修事業費（道路河川課）〔5-1-1〕―――――――――――――― 31,746

準用河川の流域周辺と下流域の安全を確保するため、河川施設の改修を行う。

準用河川古杣川

市費    422 

雑入         33 

市費        951 

繰入金  159,700 

市費   17,865

繰入金   97,600 

市費        135 

国支     54,666 

市債     45,700 

市費        141

国支     76,944 

繰入金   30,800 

市債     42,700 

市費        256 

市債   31,700 

市費       46 



 (単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

Ⅵ 行革・その他 －未来のために、チャレンジで変化を生み出す－ 

行政改革推進事業費（政策推進課）―――――――――――――――― 3,786

新・行政改革大綱に基づくアクションプラン（令和 4年度～令和 7年度）の

推進及び進捗管理を行う。（行政改革推進委員会の開催等）  

○臨アナログ規制の点検・見直し事業           3,520 

本市が規定する条例等において、アナログに制限されている項目を洗い

出し、デジタル化への対応を図ることで業務改善や利便性向上につなげる

ための調査業務を実施する。 

○臨新庁舎建設推進事業費（政策推進課）―――――――――――――― 5,445

新・行政改革大綱に基づき、市役所本庁舎の建設を推進するため、市民アン

ケート調査を実施する。 

情報化推進事業費（未来創造課）――――――――――――――――― 6,324

ＤＸ推進計画に基づき、行政及び地域のＤＸを計画的に推進する。

○新業務改善プラットフォーム（Ｋｉｎｔｏｎｅ） 

導入事業      307 

プログラミング作業なしで日報・お問い合わせ管理・スケジュール管理

等、業務で実践的に使えるアプリを作成・運用できるツールを利用し、職

員の業務効率化を行う。 

○新北杜市公式ＬＩＮＥサービス向上事業             1,980 

北杜市公式ＬＩＮＥアカウントでの各種情報提供の実施、機能の拡充に

ついて、システムを導入し、様々な業務に活用できるよう整備する。 

ＡＩチャットボット（問い合わせ自動対応システム） 

構築・運用事業    2,640 

ＡＩチャットボットを活用した市民からの問合せ、庁内部署間での問い

合わせに対応することで、住民サービスの向上と対応時間の削減を図る。

ＡＩを活用した業務効率化事業 

（ＡＩ文字起こしソフトウェア活用事業）      759 

  行政事務効率化を図るため、ＡＩ会議録作成システムを活用する。 

○新市内事業者向けＤＸ推進支援事業          440

市内の事業者向けに、ＩＣＴリテラシーの向上を目的とした研修やＤＸ

に関する相談会を実施する。

市費    3,786 

市費     5,445 

国支    990 

市費    5,334 



(単位：千円) 

事      業      の      概      要 財 源 内 訳

○臨総合計画策定推進事業費（企画課）――――――――――――――   2,776

  第 3 次北杜市総合計画前期基本計画の効果検証のための市民意識調査及び

後期基本計画（令和 8年度～令和 12 年度）の策定に向けた準備を行う。 

ネットワーク管理事業費（管財課）――――――――――――――― 283,217

ネットワークシステム構築・保守、セキュリティ対策に係る管理経費 

○臨庁内ネットワーク最適化整備事業 

庁内ＬＧＷＡＮ系無線環境整備事業 26,980 

端末内仮想分離ソリューション構築事業      39,120 

オンライン相談等ブース購入           6,600 

○臨本庁・支所接続光伝送路装置更改事業               1,760 

一般管理事業費（総務課）――――――――――――――――――― 13,697

○新宿直業務委託                     7,326 

市長選挙費（総務課）――――――――――――――――――――― 48,508

市議会議員選挙費（総務課）―――――――――――――――――― 35,237

人事管理費（人事課）――――――――――――――――――――― 42,830

○新職員資格取得助成金              300 

○新職員メンタルヘルス不調の早期発見・早期対応事業    740 

住民基本台帳管理事業費（市民サービス課）――――――――――― 68,815

○臨マイナンバーカード普及促進事業             26,553 

マイナンバーカード申請窓口を強化し、マイナンバーカードの普及促進

を図る。 

○新スマート窓口推進事業               38,037 

     マイナンバーカード等の基本情報を申請書に自動反映するシステムを

導入し、市民が手書きすることなく申請可能な「書かない窓口」を構築し、

市民サービスの向上と窓口業務の効率化を図る。 

 農業委員会運営事業費（農業委員会事務局）――――――――――― 29,216

農業委員会ＤＸ推進事業            2,341

 農地利用状況調査や意向調査のタブレット活用等、ＤＸ推進を図る。

市費      2,776 

国支   36,349 

繰入金  122,500 

雑入     353 

市費    124,015

市費   13,697 

市費   48,508 

市費    35,237 

雑入     102

市費    42,728 

手数料    4,225 

国支    45,571 

繰入金  16,600 

市費    2,419 

手数料    352 

県支     7,794 

市費    21,070 


